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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
総延伸倍率１０～４０倍の延伸ポリオレフィン系樹脂からなる、厚みが０．６～１．５ｍ
ｍの帯状物であって、曲げ戻り角が２０°以下であり、曲げ保持力が０．２１Ｎ／ｍｍ以
上であることを特徴とする紙束綴じ具。
【請求項２】
前記延伸ポリオレフィン系樹脂は、ポリオレフィン系樹脂を圧延倍率５～１５倍で圧延し
、次に、延伸倍率１．３～３．０倍で延伸されたものであることを特徴とする請求項１に
記載の紙束綴じ具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数枚の紙やシートを一体に綴じることを可能とする紙束綴じ具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、書類などの作成・保管に際し、複数枚のシートが綴じられている。このような用
途で用いられる紙束綴じ具としては、従来より種々の構造を有するものが提案されている
。また、これらの紙束綴じ具は、金属または種々の合成樹脂により構成されている。しか
しながら、金属からなる紙束綴じ具では、書類と共に廃棄されると、リサイクルが困難と
なる。従って、リサイクルを可能とするには、紙束綴じ具を書類から取り外し、分別廃棄
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しなければならない。
【０００３】
　他方、下記の特許文献１には、水溶性樹脂よりなる紙束綴じ具が開示されている。
【特許文献１】特開平９－１８３２８９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に記載されている紙束綴じ具では、水溶性樹脂を用いて構成されているため
、書類に取り付けられたまま廃棄されたとしても、紙のリサイクルが容易に行われるとさ
れている。また、従来より、種々の合成樹脂からなる紙束綴じ具も提案されており、これ
らの合成樹脂からなる紙束綴じ具においても、書類等に取り付けられたまま廃棄され得る
。
【０００５】
　しかしながら、上述した特許文献１に記載の紙束綴じ具や、合成樹脂からなる公知の紙
束綴じ具では、書類に取り付けられたまま廃棄することは可能であるものの、書類等を綴
じる際に変形された場合の変形後の形状保持性が十分でないという問題があった。
【０００６】
　本発明の目的は、上述した従来技術の現状に鑑み、書類等を綴じるに際し、容易に変形
させることができるとともに、変形された形状の保持性に優れた紙束綴じ具を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る紙束綴じ具は、総延伸倍率１０～４０倍の延伸ポリオレフィン系樹脂から
なる、厚みが０．６～１．５ｍｍの帯状物であって、曲げ戻り角が２０°以下であり、曲
げ保持力が０．２１Ｎ／ｍｍ以上であることを特徴とする。
【０００８】
　本発明に係る紙束綴じ具のある特定の局面では、上記延伸ポリオレフィン系樹脂は、ポ
リオレフィンを圧延倍率５～１５倍で圧延し、しかる後、延伸倍率１．３～３．０倍で延
伸された材料からなる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明に係る紙束綴じ具は、延伸倍率が５～４０倍の延伸ポリオレフィン樹脂からなる
、厚みが０．６～１．５ｍｍの帯状物を用いて構成されており、曲げ戻り角が２０°以下
であり、曲げ保持力が０．２１Ｎ／ｍｍ以上であるため、書類等を束ねるのに用いられる
に際し、手指等により容易に変形させることができ、かつ変形された形状を確実に保持す
る。従って、書類等を束ねるに際しての作業性を高めることができるとともに、綴じられ
た書類の散乱等を確実に防止することができる。加えて、本発明に係る紙束綴じ具は、上
記の延伸ポリオレフィン系樹脂からなる帯状物により構成されているため、紙や樹脂シー
トを束ねた後、廃棄に際し、分別処理を行う必要がない。
【００１０】
　本発明において、上記延伸ポリオレフィン系樹脂が、ポリオレフィンを圧延倍率５～１
５倍で圧延し、しかる後延伸倍率１．３～３．０倍で延伸することにより得られたもので
ある場合には、変形後の形状保持性がより一層高められる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、図面を参照しつつ、本発明の具体的な実施形態を説明することにより、本発明を
明らかにする。
【００１３】
　上記延伸ポリオレフィン系樹脂からなる帯状物は、ポリオレフィン系樹脂シートを圧延
し、しかる後延伸することにより得られたシートを切断することにより得られる。上記延
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伸オレフィン系樹脂を構成するポリオレフィン系樹脂としては、フィルム形成能を有する
任意のポリオレフィン系樹脂が使用でき、例えば、高密度ポリエチレン樹脂、中密度ポリ
エチレン樹脂、低密度ポリエチレン樹脂、線状低密度ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン
樹脂、エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－ペンテン－１共重合体、エチレン－酢
酸ビニル共重合体、エチレン－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、エチレン－塩化ビ
ニル共重合体、エチレン－プロピレン－ブテン共重合体等が挙げられ、高密度ポリエチレ
ン樹脂が好適に使用される。
【００１４】
　上記高密度ポリエチレン樹脂の密度が小さくなると、延伸しても形状保持性が向上しな
くなるので、０．９４ｇ／ｃｍ3以上が好ましい。
【００１５】
　又、高密度ポリエチレン樹脂の重量平均分子量が小さくなり過ぎると、延伸しても形状
保持性があまり向上せず、大きくなり過ぎると、フィルム成形や延伸がしにくくなるので
、２０万～５０万が好ましい。メルトインデックス（ＭＩ）は、フィルム成形性が優れて
いる０．１～２０の範囲が好ましく、より好ましくは０．２～１０である。
【００１６】
　本発明においては、上記高密度ポリエチレンを単独で用いてもよいが、他のポリオレフ
ィンを高密度ポリエチレン１００重量部に対し３０重量部以下の割合で混合してもよい。
併用される他のポリオレフィンとしては、例えば、低密度ポリエチレン、エチレン－酢酸
ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニルなどを挙げることができる。更に上記高密度ポリエチレ
ンは架橋されたものが用いられてもよい。
【００１７】
　上記圧延は、ポリオレフィン系樹脂シートを一対の反対方向に回転するロールに供給し
、押圧してシートの厚みを薄くすると共に伸長する方法である。
【００１８】
　圧延温度が低くなると、均一に圧延できないことがあり、高くなると、溶融切断するこ
とがあるので、圧延する際のロール温度は、圧延するオレフィン系樹脂シートのオレフィ
ン系樹脂の「融点－４０℃」～融点の範囲が好ましく、より好ましくは、オレフィン系樹
脂の「融点－３０℃」～「融点－５℃」である。
【００１９】
　尚、本発明において、融点とは示差走査型熱量測定機（ＤＳＣ）で熱分析を行った際に
認められる、結晶の融解に伴う吸熱ピークの最大点をいう。
【００２０】
　圧延倍率が小さいと、後の延伸に負担がかかり、大きくなりすぎると、後の延伸が困難
になるので、５～１５倍が好ましい。圧延倍率が小さすぎると、高倍率の総延伸倍率を有
する帯状物が得られないだけでなく、次の延伸の工程において局所的な延伸が生じ、均一
な延伸が困難となる。さらに、延伸後のシートの厚みが巾方向で異なり、同一の形状保持
性能を有するものが得られない。また、通常の圧延方法では、１５倍以上の圧延を効率的
に行うことは困難である。なお、本発明において、
　圧延倍率＝（圧延前のシートの断面積）／（圧延後のシートの断面積）
　延伸倍率＝（延伸前のシートの断面積）／（延伸後のシートの断面積）
　総延伸倍率＝（圧延前のシートの断面積）／（延伸後のシートの断面積）
　である。
【００２１】
　上記圧延後に行われる延伸は、従来公知の任意の方法でよく、例えば、ロール延伸法、
ゾーン延伸法により、ヒータや熱風により加熱しながら延伸する方法が挙げられる。
【００２２】
　延伸温度が低くなると、均一に延伸できないことがあり、高くなると、シートが溶融切
断することがあるので、延伸温度は、延伸するオレフィン系樹脂シートのオレフィン系樹
脂の「融点－６０℃」～融点の範囲が好ましく、より好ましくは、オレフィン系樹脂の「
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融点－５０℃」～「融点－５℃」である。
【００２３】
　圧延後の延伸倍率は、圧延倍率及び全体の総延伸倍率を決定すればよいが、圧延後の延
伸が少ないと必要な形状保持性が得られないことがあるので、１．３倍以上が好ましく、
より好ましくは１．５倍以上である。また、延伸倍率が高すぎるとシートから帯状物を切
り出す際に端部にヒゲが発生したりがたつきが出たりすることがあるため、延伸倍率は３
．０倍以下が好ましい。
【００２４】
　総延伸倍率は、上記圧延倍率と延伸倍率との積であり、総延伸倍率が１０倍未満の場合
には、後述の実施例から明らかなように、紙束綴じ具の変形が困難となり、４０倍を超え
ると、形状保持性が低下する。
【００２５】
　また、上記帯状物の曲げ戻り角は２０°以下であることが必要である。曲げ戻り角は、
延伸されたポリオレフィン系樹脂シートから１００ｍｍ×１０ｍｍの試験片を長辺方向が
延伸方向と一致するように切り出して得られた該試験片を用いて以下の要領で測定される
値である。
【００２６】
　試験片を内角９０°及びＲ＝２ｍｍの角部を有する支持台に、試験片の長辺方向が支持
台の角部の延びる方向と垂直方向となり、かつ試験片の中央が支持台の角部と接するよう
に支持台に固定し、試験片の先端を把持し、延伸方向と垂直方向に手で曲げ、しかる後、
試験片を支持台から取り去り、試験片の固定されていた部分と曲げられた部分とのなす角
度を測定した。この角度の９０°からの差を曲げ戻り角とする。
【００２７】
　上記曲げ戻り角が２０°を超えると、形状保持性が十分でなく、紙束を綴じるのに不適
切となる。
【００２８】
　また、帯状物の形状は、帯状である限り特に限定されず、また帯状物は部分的に幅の狭
い部分を有していてもよい。
【００２９】
　上記帯状物の厚みは０．６～１．５ｍｍであり、幅は書類に応じて適宜設定されればよ
い。一般的な書類を綴じる用途に用いられる場合には、帯状物の幅は３～１５ｍｍ程度が
好適である。
【００３０】
　本発明に係る紙束綴じ具の具体的な実施形態を図１及び図２を参照して説明する。
【００３１】
　図１は、本発明の一実施形態に係る紙束綴じ具の平面図である。紙束綴じ具１は、相対
的に幅の太い中央部分１ａと、中央部分１ａの両端に設けられた相対的に幅の細い舌片１
ｂ，１ｃとを有する。舌片１ｂ，１ｃの幅が細くされているのは、折り曲げを容易とする
とともに、紙束に設けられた貫通孔への挿通を容易とするためである。
【００３２】
　紙束綴じ具１の使用方法の一例を、図２を参照して説明する。図２では、複数枚の紙２
が積層されて紙束が構成されている。各紙２には、貫通孔２ａ，２ａが２穴パンチを用い
て形成されている。上記紙束綴じ具１を用いてこの紙束を綴じるに際しては、舌片１ｂ，
１ｃを紙束の一面側から貫通孔２ａ，２ａに挿入する。そして、舌片１ｂ，１ｃを、紙束
の反対側の面に沿うように曲げる。このようにして、図２に断面図で示すように、紙束綴
じ具１により、複数枚の紙２からなる紙束を綴じることができる。この場合、紙束綴じ具
１は、容易に変形させることができ、かつ前述したように形状保持性に優れているため、
図２に示した状態を確実に維持する。
【００３３】
　本発明の紙束綴じ具は、図２に示したように、単体として紙束を綴じるのに用いられる
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ものであってもよく、あるいはフラットファイルなどに取り付けられていてもよい。すな
わち、紙束綴じ具１を例にとると、紙束綴じ具１の中央部分１ａをフラットファイル本体
に接着等により固定しておいてもよい。その場合には、舌片１ｂ，１ｃを中央部分に対し
て直交する方向に対して折り曲げ、舌片１ｂ，１ｃを紙束の貫通孔に挿通させ、中央部分
１ａが接している面とは反対側の面において、図２に示したように、舌片１ｂ，１ｃを紙
束表面に沿わせればよい。
【００３４】
　また、本発明に係る紙束綴じ具は、図３及び図４に示すフラットファイルに用いること
も可能である。
【００３５】
　図３は、紙束綴じ具が用いられるフラットファイルの一例を示す斜視図であり、図４は
、図３のＩＶ－ＩＶ線に沿う断面図である。
【００３６】
　フラットファイルでは、複数枚の紙２が積層され、綴じられている。紙２には、２穴パ
ンチにより２つの貫通孔が形成されている。図４では、一方の貫通孔２ａが設けられてい
る部分のみが示されている。
【００３７】
 図３に示すフラットファイルのフラットファイル本体には、予め、帯状物からなる本発
明の一実施形態に係る紙束綴じ具１の中央部分１ａが貼り合わされている。また、各貫通
孔２ａに合致するように、挟持板３には、貫通孔３ａが形成されている。紙束綴じ具１の
舌片１ｂ，１ｃが浮き上がらされ、紙２の貫通孔２ａ，２ａに挿通され、上方に延ばされ
る。そして、舌片１ｂ，１ｃの先端を、さらに挟持板３の貫通孔３ａを挿通させ、該先端
部分を挟持板３の表面に沿うように折り曲げる。
【００３８】
　しかる後、挟持板３の上面に沿って摺動するように挟持板３に取り付けられている留め
具４を摺動させることにより、舌片１ｂ，１ｃの先端を挟持板３と留め具４との間に挟持
し、固定することができる。
【００３９】
　図３及び図４に示したフラットファイルに用いた場合、上記挟持板３及び留め具４によ
り紙束綴じ具１が変形された状態をより確実に保持させることができる。
【００４０】
　もっとも、本発明に係る紙束綴じ具は、形状保持性に優れているため、図３及び図４に
示したフラットファイルのように用いられる必要は必ずしもなく、図２に示したように、
帯状物からなる紙束綴じ具１のみを用いて紙束を綴じることができる。従って、上記挟持
板３や留め具４を省略することができる。
【００４１】
　以下、本発明の具体的な実施例及び比較例を示すことにより、本発明を具体的に説明す
る。なお、本発明は下記の実施例に限定されるものではない。
【００４２】
　（実施例１）
　重量平均分子量（Ｍｗ）３．３×１０5、融点１３５℃の高密度ポリエチレン（日本ポ
リケム社製ノバテックＨＹ５４０）を押出機に供給して樹脂温度２００℃で溶融混練した
後、Ｔダイを用いてシート状に吐出し、吐出されたシート状の溶融混練物をロール温度１
１０℃に制御したカレンダー成形機にて幅３４０ｍｍ、厚さ７．０ｍｍのシートに成形し
てポリエチレン樹脂シートを得た。
【００４３】
　得られたポリエチレン樹脂シートを１２０℃に加熱した圧延成形機（積水工機製作所製
）を用いて圧延倍率９．４倍に圧延し、幅３４０ｍｍ、厚み７４０μｍの圧延シートを得
た。
【００４４】
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　得られた圧延シートを１１０℃に加熱された熱風加熱式の多段延伸装置（協和エンジニ
アリング製）にて倍率が１．５倍の多段延伸を行い、総延伸倍率１４．３倍、幅２８０ｍ
ｍ、厚さ６００μｍの延伸樹脂シートを得た。上記延伸樹脂シート、長さ１９０ｍｍ×幅
１０ｍｍに切り出し、切り出された帯状物からなる紙束綴じ具を用意した。
【００４５】
　（実施例２）
　重量平均分子量（Ｍｗ）３．３×１０5、融点１３５℃の高密度ポリエチレン（日本ポ
リケム社製ノバテックＨＹ５４０）を押出機に供給して樹脂温度２００℃で溶融混練した
後、Ｔダイを用いてシート状に吐出し、吐出されたシート状の溶融混練物をロール温度１
１０℃に制御したカレンダー成形機にて幅３４０ｍｍ、厚さ９．０ｍｍのシートに成形し
てポリエチレン樹脂シートを得た。
【００４６】
　得られたポリエチレン樹脂シートを１２０℃に加熱した圧延成形機（積水工機製作所製
）を用いて圧延倍率１２．５倍に圧延し、幅３４０ｍｍ、厚み７２０μｍの圧延シートを
得た。
【００４７】
　得られた圧延シートを１１０℃に加熱された熱風加熱式の多段延伸装置（協和エンジニ
アリング製）にて倍率が１．４倍の多段延伸を行い、総延伸倍率１７．５倍、幅２８０ｍ
ｍ、厚さ６００μｍの延伸樹脂シートを得た。得られた延伸樹脂シートを用い、実施例１
と同様にして紙束綴じ具を作製した。
【００４８】
　（実施例３）
　重量平均分子量（Ｍｗ）３．３×１０5、融点１３５℃の高密度ポリエチレン（日本ポ
リケム社製ノバテックＨＹ５４０）を押出機に供給して樹脂温度２００℃で溶融混練した
後、Ｔダイを用いてシート状に吐出し、吐出されたシート状の溶融混練物をロール温度１
１０℃に制御したカレンダー成形機にて幅３４０ｍｍ、厚さ６．０ｍｍのシートに成形し
てポリエチレン樹脂シートを得た。
【００４９】
　得られたポリエチレン樹脂シートを１２０℃に加熱した圧延成形機（積水工機製作所製
）を用いて圧延倍率９．４倍に圧延し、幅３４０ｍｍ、厚み６４０μｍの圧延シートを得
た。
【００５０】
　得られた圧延シートを１１０℃に加熱された熱風加熱式の多段延伸装置（協和エンジニ
アリング製）にて倍率が１．１倍の多段延伸を行い、総延伸倍率１０．３倍、幅３２０ｍ
ｍ、厚さ６００μｍの延伸樹脂シートを得た。得られた延伸樹脂シートを用い、実施例１
と同様にして紙束綴じ具を作製した。
【００５１】
　（実施例４）
　重量平均分子量（Ｍｗ）３．３×１０5、融点１３５℃の高密度ポリエチレン（日本ポ
リケム社製ノバテックＨＹ５４０）を押出機に供給して樹脂温度２００℃で溶融混練した
後、Ｔダイを用いてシート状に吐出し、吐出されたシート状の溶融混練物をロール温度１
１０℃に制御したカレンダー成形機にて幅３４０ｍｍ、厚さ９．６ｍｍのシートに成形し
てポリエチレン樹脂シートを得た。
【００５２】
　得られたポリエチレン樹脂シートを１２０℃に加熱した圧延成形機（積水工機製作所製
）を用いて圧延倍率１６．０倍に圧延し、幅３４０ｍｍ、厚み６００μｍの圧延シートを
得た。得られた延伸樹脂シートを用い、実施例１と同様にして紙束綴じ具を作製した。
【００５３】
　（比較例１）
　重量平均分子量（Ｍｗ）３．３×１０5、融点１３５℃の高密度ポリエチレン（日本ポ
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リケム社製ノバテックＨＹ５４０）を押出機に供給して樹脂温度２００℃で溶融混練した
後、Ｔダイを用いてシート状に吐出し、吐出されたシート状の溶融混練物をロール温度１
１０℃に制御したカレンダー成形機にて幅３４０ｍｍ、厚さ５．６ｍｍのシートに成形し
てポリエチレン樹脂シートを得た。
【００５４】
　得られたポリエチレン樹脂シートを１２０℃に加熱した圧延成形機（積水工機製作所製
）を用いて圧延倍率９．４倍に圧延し、幅３４０ｍｍ、厚み６００μｍの圧延シートを得
た。得られた延伸樹脂シートを用い、実施例１と同様にして紙束綴じ具を作製した。
【００５５】
　（比較例２）
　重量平均分子量（Ｍｗ）３．３×１０5、融点１３５℃の高密度ポリエチレン（日本ポ
リケム社製ノバテックＨＹ５４０）を押出機に供給して樹脂温度２００℃で溶融混練した
後、Ｔダイを用いてシート状に吐出し、吐出されたシート状の溶融混練物をロール温度１
１０℃に制御したカレンダー成形機にて幅３４０ｍｍ、厚さ７．５ｍｍのシートに成形し
てポリエチレン樹脂シートを得た。
【００５６】
　得られたポリエチレン樹脂シートを１２０℃に加熱した圧延成形機（積水工機製作所製
）を用いて圧延倍率１２．５倍に圧延し、幅３４０ｍｍ、厚み６００μｍの圧延シートを
得た。得られた延伸樹脂シートを用い、実施例１と同様にして紙束綴じ具を作製した。
【００５７】
　（実施例及び比較例の評価）
　実施例１～４及び比較例１，２で得られた各紙束綴じ具について、圧延倍率、延伸倍率
及び総延伸倍率、並びに用いた原反シートの幅及び厚み、圧延後のシートの幅及び厚み、
並びに延伸後のシートの幅及び厚みを下記の表１にまとめて示す。
【００５８】
　上記のようにして得られた各紙束綴じ具について、保持力及び曲げ戻り角を評価した。
曲げ戻り角の評価方法は前述した通りであり、保持力の評価は、以下の要領で行った。
【００５９】
　（曲げ保持力）
　保持力の評価は以下のように行なった。
【００６０】
　試験片を内角９０°及びＲ＝２ｍｍの角度を有する支持台に、試験片の長辺方向が支持
台の角度の延びる方向と垂直方向となり、かつ試験片の中央が支持台の角度と接するよう
に支持台に固定し、試験片の先端を把持し、延伸方向と垂直方向に手で曲げ、しかる後、
試験片を支持台から取り去った。取り去った試験片の一方の長辺を曲げ部より５ｍｍの位
置から端部までを水平となるように固定し、固定位置から水平方向に３０ｍｍの位置をＲ
＝３ｍｍの先端を有する押し子により、試験片が真っ直ぐになるように鉛直下方に速度１
００ｍｍ／分にて押し下げ、真っ直ぐに戻すことを可能とした場合の押し子に加えた力を
保持力とした。
結果を下記の表１に示す。
【００６１】
【表１】
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　表１から明らかなように、比較例１，２では、保持力が小さく、曲げ戻り角が２１°以
上であり、形状保持性能が劣っていることがわかる。これに対して、実施例１～４によれ
ば、保持力は十分な大きさを有し、曲げ戻り角が１８°以下であり、形状保持性能に優れ
ていることがわかる。
【００６２】
　次に、実施例１～４及び比較例１，２で得られた各シートを、図３に示したフラットフ
ァイルに用いられる紙束綴じ具１を構成するように切り出し、フラットファイルを実際に
作製した。帯状物を切り出すに際しては、帯状物１の中央部分１ａの長さを、紙束に設け
られた２穴間距離に対応させた。また、該中央部分１ａの両端に位置する舌片１ｂ，１ｃ
は、中央部分１ａよりも細く、５ｍｍの幅とした。
【００６３】
　実施例１～４及び比較例１，２で得られた延伸樹脂シートを用いて構成された紙束綴じ
具を、超音波溶着によりファイル本体に接着させることにより、フラットファイルを構成
した。
【００６４】
　得られたフラットファイルに１０枚の紙からなる紙束を綴じた。紙束を綴じるに際して
は、帯状物の舌部１ｂ，１ｃを折り曲げ、紙束を留めるように試みたところ、実施例１～
４で得られた延伸樹脂シートを用いて構成された紙束綴じ具では、不都合は生じなかった
。これに対して、比較例１，２で得られた延伸樹脂シートを用いた紙束綴じ具では、舌片
１ｂ，１ｃが浮き、従って図３に示した挟持板３より抑える必要があった。
【００６５】
　従って、上記フラットファイルを作製した実験から明らかなように、実施例１～４で得
られた延伸樹脂シートを用いた紙束綴じ具では、上記挟持板を省略し得ることがわかる。
【図面の簡単な説明】
【００６６】
【図１】本発明の一実施例形態に係る紙束綴じ具の平面図。
【図２】図１に示した紙束綴じ具の使用方法の一例を示す断面図。
【図３】本発明の紙束綴じ具が用いられるフラットファイルの一例を示す斜視図。
【図４】図３の紙束綴じ具のＩＶ－ＩＶ線に沿う断面図。
【符号の説明】
【００６７】
　１…紙束綴じ具
　１ａ…中央部分
　１ｂ，１ｃ…舌片
　２…紙
　２ａ…貫通孔
　３…挟持板
　３ａ…貫通孔
　４…留め具
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